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発表事項

１ 令和7事業年度社会保険診療報酬支払基金事業計画

２ 令和7事業年度審査支払会計収入支出予算

３ 令和7事業年度保健医療情報会計収入支出予算

４ 令和6年12月審査分の審査状況

５ 令和7年1月審査分の特別審査委員会審査状況
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令和７事業年度
保健医療情報会計収入支出予算

情報基盤運用勘定
情報基盤整備勘定
情報分析活用勘定
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令和7事業年度 審査支払会計及び保健医療情報会計等の会計区分

会計区分 勘定区分 内容

審査支払会計 事務費勘定 診療報酬の審査及び請求・支払業務

保健医療情報会計

情報基盤運用勘定 オンライン資格確認等システム及び中間サーバーの運用

情報基盤整備勘定

加入者情報の正確性の確保等

多様な場面でのオンライン資格確認の導入

保健医療情報の提供の充実

電子カルテ情報共有サービスの開発等

介護情報基盤、予防接種記録･予診情報管理システム等への対応等

共通算定モジュールの開発等

情報分析活用勘定

NDB関連業務の実施

健康スコアリングレポートの作成

データヘルスポータルサイトの運用

※ 審査支払会計高齢者医療制度円滑導入勘定（70歳代前半の被保険者等に係る一部負担金等の軽減措置）については、令和6年度をもって高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金が
終了したことから7年度以降予算は策定しない。

2-⑴,⑵

2-⑴

2-⑵

2-⑶

3-⑴

3-⑶

3-⑷-ｱ

5-⑴

5-⑵

4-⑴

※ 審査支払会計及び保健医療情報会計については、社会保険診療報酬支払基金法（基金法)に基づく業務を経理している。

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計 情報基盤運用勘定  1/5

収入予算

令和６年度予算 33.8億円 ⇒ 令和７年度予算 39.8億円（+6.0億円）

【内訳】○運営負担金単価引上げによる負担金収入の増
 24.4億円 → 29.3億円 （+4.8億円）

○受入金・雑収入の増   9.4億円 → 10.5億円 （+1.1億円）

支出予算
令和６年度予算 33.8億円 ⇒ 令和７年度予算 39.8億円（+6.0億円）

【内訳】 ○給与諸費の増  3.3億円 → 4.1億円 （+0.8億円）

 ○業務経費の増                  29.2億円 → 34.3億円 （+5.2億円） ※詳細は後掲

  ○共同運営調整金   1.1億円 → 1.2億円 （+0.0億円）

  ○予備費   0.2億円 → 0.2億円 （+0.0億円）

・システム機器更新等経費積立預金からの受入  +1.1億円

・新規機能（下記①②）の運用開始に伴う体制強化による増（+7人） +0.8億円

①マイナンバーカードと健康保険証一体化に伴う対応 +2.9億円（中 間：1.8億円、オン資：1.1億円） 
②オンライン資格確認等システムの機能拡充 +1.2億円（   オン資：1.2億円） 
③物価高騰による影響 +1.0億円（中 間：0.8億円、オン資：0.2億円）

※ 端数整理（四捨五入）の関係から、合計等が不一致となる場合があります。（以下この議事について同じ）

※詳細は後掲

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計 情報基盤運用勘定  2/5

令和７年度予算のポイント

運営負担金月額単価の引上げによる増 +4.8億円
【負担金収入】

令和7年度 加入者数
中間サーバー オンライン資格確認等システム 合計

運営負担金月額単価 収入 運営負担金月額単価 収入 運営負担金月額単価 収入

協会けんぽ 39,668千人  （+101） 1.02円 4.9億円 1.91円 9.1億円 2.93円（+0.53） 13.9億円（+2.6）

健保組合 28,019千人 （▲169） 1.02円 3.4億円 1.91円 6.4億円 2.93円（+0.53） 9.9億円（+1.7）

共済組合等 9,778千人   （▲42） 1.38円 1.6億円 1.91円 2.2億円 3.29円（+0.59） 3.9億円（+0.7）

生活保護の実施機関 2,019千人     （▲9） 1.09円 0.3億円 5.51円 1.3億円 6.60円（▲0.53） 1.6億円（▲0.1）

計 79,483千人 （▲119） - 10.2億円 - 19.1億円 - 29.3億円（+4.8）

・中間サーバー等システムについては、平成29年にオンプレミスで運用を開始し、次期システム機器更新に備え、平成29年及び30年に

おいてシステム機器更新等経費積立預金（以下、「システム更新積立金」という。） として34.3億円を積立て

・令和2年6月のクラウド化に伴い積立てを中止し、平成30年までに積み立てた34.3億円については、情報提供サーバーの機器更新

費用（令和7年度にオンプレミスで更新予定（2.1億円））を除く32.1億円を令和3年度から8年度まで毎年度5.4億円を受入れ

・令和7年度に受け入れる予定であった機器更新費用2.1億円については、今般、国の補助金が充当されることとなったことに伴い、令和

7年度及び8年度で2等分（1.1億円）し受入れ

システム更新積立金 使用用途 R3 R4 R5 R6 R7 R8

34.3億円
（平成30年度末）

当初計画
保険者へ返還(単価抑制) 32.1億円 5.4億円 5.4億円 5.4億円 5.4億円 5.4億円 5.4億円

機器更新費用 2.1億円 ー ー ー ー 2.1億円 ー

変更後 保険者へ返還
(単価抑制)

34.3億円 5.4億円 5.4億円 5.4億円 5.4億円
6.4億円

（+1.1億円）
6.4億円

（+1.1億円）

システム機器更新等経費積立預金受入額の増 +1.1億円
【受入金】

・新規機能の運用開始等に伴い、中間サーバー及びオンライン資格確認等システムの運用経費増額
※（）内は前年対比

＜システム更新積立金返還等計画＞

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計 情報基盤運用勘定  3/5

【業務経費に係る主な増減要因】

①マイナンバーカードと健康保険証一体化に伴う対応 +2.9億円（中間：1.8億円、オン資：1.1億円）

  ・令和6年12月の健康保険証の新規発行終了を踏まえ、中間サーバー及びオンライン資格確認等システムにおいて

  医療事務や保険者事務を円滑に実施するための機能を実装

  ・令和7年度は、これら機能に係る運用経費が新たに発生するほか、12月1日の健康保険証経過措置終了に向けて

  マイナ保険証の更なる利用増が見込まれるため、当該対応を見据えた保守体制の強化等により運用経費が増

②オンライン資格確認等システムの機能拡充 +1.2億円（オン資：1.2億円）

  ・オンライン資格確認の利用場面や機能拡充を図るための新規機能を実装したことにより、これら機能に係る運用

  経費が新たに発生

③物価高騰による影響 +1.0億円（中間：0.8億円、オン資：0.2億円）

  ・昨今の社会情勢における賃金水準の上昇や価格高騰による、運用保守事業者の人件費及びソフトウェアライセ

  ンス料の増

①マイナンバーカードと健康保険証一体化に伴う対応

  マイナ保険証の証明書有効期限切れ対応、マイナンバーカード返納者等対応、初回登録状況の保険者連携、保険者からの初回登録解除

②オンライン資格確認等システムの機能拡充

・資格確認限定型の機能拡充（マイナ資格確認アプリの閲覧機能、訪問診療等対応、資格確認結果レセコン連携、発熱外来対応）

・救急時医療情報閲覧機能 ・マイナンバーカード機能が搭載されたスマートフォンによるオンライン資格確認

新
規
機
能

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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単位：億円

令和6事業年度
33.8

+4.8

＋1.1

29.3

収入

保健医療情報会計 情報基盤運用勘定 4/5

負 担 金 収 入

雑 収 入

24.4

10.5

＋6.0

受 入 金 9.4

令和7事業年度
39.8

○負担金収入については、新規機能の運用開始により4.8億円の増。
○受入金については、システム更新積立金を令和8年度までに返還することを前提に、毎年5.4億円を受入れることに加え、情報提供サーバー更新費用

として確保していた2.1億円を国の補助金で充当することに伴い、令和7年度及び8年度で2等分し、令和7年度に1.1億円受入れることに伴う増。

0.0 0.0

別途積立預金からの受入金（決算剰余金の繰入額）4.1  (+0.1)
システム機器更新等経費積立預金からの受入金 6.4  (+1.1)

協会けんぽ負担金収入        13.9  ( +2.6)
健保組合負担金収入            9.9  ( +1.7)
共済組合等負担金収入         3.9  ( +0.7)
生活保護の実施機関負担金収入 1.6 （▲0.1）

＋0.0

中間サーバー  ：18.5億円（+2.9億円）
オンライン資格確認等システム ：21.3億円（+3.1億円）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計 情報基盤運用勘定 5/5

○給与諸費については、新規機能の運用開始に伴う体制強化により0.8億円の増。
○業務経費については、中間サーバーのシステム経費が2.5億円の増（マイナンバーカードと健康保険証一体化に伴うクラウド利用料及び保守体制強 

化）、オンライン資格確認等システムのシステム経費が2.6億円の増（マイナンバーカードと健康保険証一体化及びオンライン資格確認の新規機能の 
運用開始に伴うクラウド利用料及び保守体制強化）等。

○共同運営調整金については、支払基金と国保中央会が実施機関として一体的に共同運営していることから、その費用について加入者数に応じた負担と
なるよう調整することとされているために設けられており、令和７年度においては1.2億円を調整。

単位：億円

令和6事業年度
33.8

令和7事業年度
39.8

34.3

1.2
0.2

支出

給 与 諸 費 及 び
退職給付引当預金
へ の 繰 入

予 備 費

29.2

1.1
0.2

4.1

＋5.2

＋6.0

共同運営調整金

業 務 経 費

3.3

システム関連経費
・中間サーバー 15.1  (+2.5）
・オンライン資格確認等システム 18.3  (+2.6)
その他の経費（事務所借上料等）   0.9  (+0.1)   

給与諸費 4.1  (+0.8)     

+0.8

職員数の増 (+7人）等に伴う増
令和6年度定員 令和7年度定員

28人 → 35人

＋0.0

＋0.0

中間サーバー  ：18.5億円（+2.9億円）
オンライン資格確認等システム ：21.3億円（+3.1億円）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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（参考）保健医療情報会計 情報基盤運用勘定

単位：億円（税込）

取扱 項番１ システム費用 中間サーバー及びオン資格における運用・保守費用、ネットワーク費用等
項番２ その他業務費用 ヘルプデスク等における業務運用支援費用等
項番３ 実施機関費用 医療保険情報提供等実施機関を運用するための費用（人件費、賃料及び予備費等）

項番 費目
中間サーバー オン資格 合計

支払基金 国保中央会 支払基金 国保中央会 支払基金 国保中央会

1 システム費用 20.1 14.1 6.0 24.9 16.0 8.9 45.0 30.0 15.0

2 その他業務費用 2.2 1.0 1.2 3.5 2.4 1.1 5.6 3.4 2.2

3 実施機関費用 4.3 3.4 0.9 4.8 2.9 1.9 9.1 6.4 2.7

計 26.5 18.5 8.0 33.2 21.3 11.9 59.7 39.8 19.9

医療保険情報提供等実施機関（支払基金及び国保中央会）における中間サーバー及びオンライン資格確認等システ
ムの運用に必要な経費は、約59.7億円。うち、支払基金の予算に計上する経費は、約39.8億円（中間サーバー18.5
億円、オンライン資格確認等システム21.3億円）。

◎上記のほか、コンタクトセンター等の運用支
援のための費用の一部としてICT基金等5.7
億円が計上されている。

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計 情報基盤整備勘定 1/7

収入予算
令和６年度予算 269.3億円 ⇒ 令和７年度予算 216.4億円（▲53.0億円）

【内訳】○開発案件の縮小等による補助金収入の減 260.3億円 → 210.1億円（▲50.3億円）
○委託費収入の減  9.0億円 →    6.3億円（▲  2.7億円）

支出予算
令和６年度予算 269.3億円 ⇒ 令和７年度予算 216.4億円（▲53.0億円）

【内訳】○給与諸費の増  4.4億円 →         5.8億円（＋  1.4億円）

○業務経費の減   255.9億円 →   204.3億円（▲51.6億円）

○委託経費の減   9.0億円  →    6.3億円（▲  2.7億円） 

 

・電子カルテの運用に向けた体制整備等に係る職員増（+9人）に伴う増 ＋1.4億円

・オンライン資格確認等システム整備に係る開発案件の縮小 ▲39.9億円
・マイナンバーカードと健康保険証の一体化の開発終了    ▲28.8億円
・予防接種事務のデジタル化に係る開発案件の拡大   +8.8億円 等

・消防庁からの委託費収入の減等 ▲2.7億円

・消防庁の委託を受けて実施する救急業務の推進に係るシステム関連経費の減等 ▲2.7億円

※詳細は後掲

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計 情報基盤整備勘定 2/7

令和７年度予算のポイント

電子カルテ情報共有サービスの追加開発・運用体制の整備などにより増額するものの、一方で、マイナ
ンバーカードと健康保険証の一体化など、令和6年度中に開発を終えた案件による減額が大幅に上回り、
収入・支出予算額は全体として53.0億円の減。各事業の内訳については、以下のとおり。

【補助金収入・委託費収入】

単位：億円

事業内容 6年度予算 7年度予算 対前年度比

補
助
金
収
入

オンライン資格確認等システム等整備 86.8 45.8 ▲ 41.0

救急搬送時における患者の医療情報の閲覧機能 3.4 4.5 ＋1.1

マイナンバーカードを活用した救急業務のシステム構築       ｟消防庁｠ - 1.7 ＋1.7

電子カルテ情報共有サービス（全国医療情報プラットフォーム開発） 52.3 60.2 ＋7.9

電子カルテ情報共有サービスを経由した感染症の発生届等の届出の仕組み - 2.0 ＋2.0

介護情報基盤の整備 3.5 10.4 ＋6.9

予防接種事務のデジタル化 4.6 13.2 ＋8.6

共通算定モジュールの開発（診療報酬改定DX対応） 78.3 71.6 ▲ 6.7

公共サービスメッシュの整備に伴うインターフェイスシステム更改 - 0.6 ＋0.6

令和6年度中に開発を終える事業（マイナンバーカードと健康保険証一体化、マイ
ナンバーカードの自衛官診療証化） 31.4 - ▲ 31.4

小計 260.3 210.1 ▲50.3

委
託
費
収
入

マイナンバーカードを活用した救急業務に係る実証事業 ｟消防庁｠ 4.8 0.7 ▲ 4.0

公費負担･地方単独医療費助成事業の情報連携（改修･先行実施）｟デジタル庁｠ 4.2 5.1 ＋0.9

死亡診断書･死亡届等オンライン化に必要なテスト支援 ｟デジタル庁｠ - 0.3 ＋0.3

医療機関等で自治体検診情報等を閲覧する仕組みの整備に必要なテスト支援 - 0.2 ＋0.2

小計 9.0 6.3 ▲2.7

合計 269.3 216.4 ▲ 53.0

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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▲50.3

単位：億円

令和6事業年度
269.3

6.3

収入

保健医療情報会計 情報基盤整備勘定 3/7

補 助 金 収 入

雑 収 入

▲53.0
令和7事業年度

216.4

○補助金収入の主な増減
・オンライン資格確認等システム整備に係る案件の縮小により開発・改修経費が41.0億

の減。

・令和6年度中に開発を終えたマイナンバーカードと健康保険証一体化に係る開発・改修
経費が29.4億円の減。

・予防接種事務のデジタル化に係る開発・改修経費が8.6億円の増。

9.0

事業内容 ①令和6年度 ②令和7年度
差

（②-①）

オンライン資格確認等システム等
整備事業

86.8 45.8 ▲ 41.0

医療保険者等向け中間サーバー
インターフェイスシステム更改
事業（公共サービスメッシュ）

－ 0.6 ＋0.6

保健医療情報拡充システム開発
事業

3.4 4.5 ＋1.1

救急業務用オンライン資格確認等
システム改修事業

－ 1.7 ＋1.7

全国医療情報プラットフォーム
開発事業

52.3 60.2 ＋7.9

全国医療情報プラットフォーム
連携基盤調査事業

－ 2.0 ＋2.0

介護関連データ利活用に係る
基盤構築事業

3.5 10.4 ＋6.9

予防接種事務デジタル化等事業 4.6 13.2 ＋8.6

共通算定モジュール開発等事業 78.3 71.6 ▲ 6.7

マイナンバーカードの自衛官
診療証化

2.0 － ▲ 2.0

マイナンバーカード健康保険証
一体化システム改修等事業

29.4 － ▲ 29.4

合計 260.3 210.1 ▲ 50.3

0.00.0

委 託 費 収 入

260.3

210.1

＜補助金収入の内訳＞

▲2.7
事業内容 ①令和6年度 ②令和7年度

差
（②-①）

マイナンバーカードを活用した
救急業務の推進

4.8 0.7 ▲ 4.0

公費負担・地方単独医療費助成
事業の情報連携

4.2 5.1 ＋0.9

死亡診断書・死亡届等
オンライン化

－ 0.3 ＋0.3

医療機関等で自治体検診情報等を
閲覧する仕組み

－ 0.2 ＋0.2

合計 9.0 6.3 ▲ 2.7

＜委託費収入の内訳＞

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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＜システム関連経費の内訳>

項目
①令和6

年度
②令和7

年度
差

（②-①）

オンライン資格確認等システム 84.7 44.8 ▲39.9

公共サービスメッシュ ー 0.6 ＋0.6

保健医療情報拡充システム 3.0 4.1 ＋1.1

マイナ救急業務のシステム構築 ー 1.5 ＋1.5

電子カルテ情報共有サービス 50.8 55.7 ＋4.9

感染症の発生届等の届出の仕組み － 2.0 ＋2.0

介護関連データの利活用 3.0 9.9 ＋6.9

予防接種事務デジタル化 4.0 12.8 ＋8.8

共通算定モジュール開発等 76.8 69.6 ▲7.2

マイナンバーカードの自衛官診療証化 2.0 － ▲2.0

マイナンバーカード健康保険証一体化 28.8 － ▲28.8

合計 253.2 201.1 ▲52.0

単位：億円

令和6事業年度
269.3

令和7事業年度
216.4

支出

保健医療情報会計 情報基盤整備勘定 4/7

給与諸費及び退職給
付引当預金への繰入

予 備 費

業 務 経 費

○給与諸費については、電子カルテの運用体制整備に係る職員数の増により1.4億円の増。
○業務経費については、オンライン資格確認等システム整備に係る開発案件の縮小、マイ

ナンバーカードと健康保険証の一体化に係る開発が終了したこと等によるシステム関連経
費の減により51.6億円の減。

○委託経費については、消防庁の委託を受けて実施する救急業務の推進に係るシステム
関連経費の減等により2.7億円の減。

▲53.0

+ 1.4

▲51.6

システム関連経費              201.1 (▲52.0)

4.4

5.8

204.3

255.9

給与諸費  5.8  (+1.4)     

職員数の増 (+9人）等に伴う増

令和６年度末定員 令和７年度定員

41人 → 50人

0.0 0.0
9.0 6.3

委 託 経 費
▲2.7

項目
①令和6

年度
②令和7

年度
差

（②-①）

マイナンバーカードを活用した
救急業務の推進

4.8 0.7 ▲ 4.0

公費負担・地方単独医療費助成
事業の情報連携

4.2 5.1 0.9

死亡診断書・死亡届等
オンライン化

－ 0.3 0.3

医療機関等で自治体検診情報等を閲覧する仕
組み

－ 0.2 0.2

合計 9.0 6.3 ▲ 2.7

その他の経費（関係団体委託料等） 3.1 (+0.4)

＜委託経費の内訳＞

議題1 議事⑶ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算（案）
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保健医療情報会計 情報基盤整備勘定 5/7

システム開発（改修）項目 開発概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度

下半期 上半期 下半期 上半期

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等
シ
ス
テ
ム
等
整
備

中間サーバー情報連携
等における文字コード
問題の対応に係る改修
等

加入者情報の更なる正確性の確保に向
け、オンライン資格確認における旧字
体等が表示されない仕様の改善に向け
た開発等

次世代顔認証付きカー
ドリーダーの開発に係
る対応

令和7年度末以降、順次保守期限が到来
することから、令和8年度中の次世代機
生産に向け、厚労省が定める要件に基
づく開発を踏まえたシステム改修等

マイナンバーカード
スマホ対応等

保険医療機関等におけるマイナンバー
カード機能が搭載されたスマートフォ
ンによるオンライン資格確認の導入、
また、マイナ資格確認アプリのスマホ
対応に必要なシステム改修等

配信サーバー及び情報
提供サーバー・イン
ターフェイスシステム
機器更新

情報提供サーバー等機器更新に係るシ
ステム切り替え・機器撤去作業及び
配信用サーバー機器更新に合わせて、
現行のオンプレから一部クラウド化へ
の移行に向け必要な開発

利用拡大に伴うサービ
ス安定化に向けたシス
テム改修等

オン資利用拡大に伴い、サービスの安
定化に向けたオンライン資格確認等シ
ステム改修等（資格確認ログ等から災
害時の利用状況を可視化する仕組み
等）

中間サーバーインター
フェイスシステム更改
（公共サービスメッ
シュ）

医療保険者向け中間サーバーのイン
ターフェイスシステムについて、デジ
タル庁が推進する機関間情報連携サー
ビス（公共サービスメッシュ）への移
行に必要な対応

システム開発スケジュール(現時点での想定)

設計・開発仕様検討

令和8年6月リリース予定▼

1.0億円

▼情報提供サーバー・令和7年7月機器撤去

20.3億円
設計・構築・テスト

※ の番号は、スライド24～43の項番を使用している。

2-(1）

運用保守構築・テスト

2-(1) 

設計・構築・テスト（検討中）

設計・開発・テスト 運用テスト

令和7年度の早い時期のリリース予定▼

19.9億円

11.1億円

オンライン資格確

認等システム
合計44.8億円

設計・開発・テスト

設計・開発

配信サーバー・更改予定（調整中）▼

運用保守

運用保守

9.6億円

8.9億円

3.0億円

3.4億円

2-(2)

テスト

令和7年5月運用開始予定▼

テスト

事前調査

0.6億円

凡例 補助金
委託費

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計 情報基盤整備勘定 6/7

システム開発（改修）項目 開発概要
令和6年度 令和7年度 令和8度

下半期 上半期 下半期 上半期

救急搬送時における患者の医療
情報の閲覧機能
（保健医療情報拡充システム）

マイナンバーカードによる本人確認に
加え、患者4情報＊1による本人確認等
の追加のための開発

マイナンバーカードを活用した
救急業務の迅速化・円滑化に向
けたシステム改修等

マイナンバーカードを活用した救急業
務において、マイナンバーカード機能
が搭載されたスマートフォンの利用を
可能とするためのシステム改修

電子カルテ情報共有サービス
（全国医療情報プラットフォー
ム開発）

保険医療機関等において、電子カルテ
情報を患者情報等のリソース単位で取
得・閲覧する仕組みの開発、3文書6情
報＊2の情報拡充に向けた開発等

電子カルテ共有サービスを経由
した感染症の発生届等の届出
（全国医療情報プラットフォー
ム連携基盤調査）

感染症の発生届等を電子カルテ情報共
有サービスを経由して、感染症サーベ
イランスシステムに届け出る仕組みの
具体化

介護情報基盤の整備
自治体・利用者・介護事業所・医療機
関等が介護情報等を電子的に閲覧でき
る介護情報基盤の整備に関する改修 テスト

運用保守

▼令和8年度以降全国運用予定

開発・テスト

運用開始時期未定▼

要件定義

モデル事業 運用保守 ※当面の間、補助金充当（参加医療機関5割程度）

▼令和7年度リリース予定（調整中）

設計・開発・テスト

設計・開発・テスト

▼スマホ対応・令和7年度リリース予定（調整中）

運用保守

システム開発スケジュール(現時点での想定)

開発・テスト

▼令和6年12月運用開始

3.0億円

開発・テスト

4.8億円

実証事業
▼令和7年3月運用開始

運用保守

開発・テスト

▼令和7年2月モデル事業開始

50.8億円

▼令和7年度中本格稼働予定

設計・開発・テスト

追加開発・運用開始時期未定▼

▼令和7年1月先行実施

3.0億円

4.1億円

1.5億円

55.7億円

2.0億円

9.9億円

プレ運用

2-(3)

3-(3)

3-(1)

2-(3)

3-(1)

0.7億円

設計・開発

＊1 4情報（氏名、生年月日、性別、住所又は保険者名）

＊2 ３文書（健康診断結果報告書、診療情報提供書、退院時サマリ）、6情報（傷病名、アレルギー、感染症、薬剤禁忌、検査、処方）

凡例 補助金
委託費

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算

※ の番号は、スライド24～43の項番を使用している。
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システム開発（改修）項目 開発概要
令和6年度 令和7年度 令和8年度

下半期 上半期 下半期 上半期

予防接種事務デジタル化

予防接種記録・予診情報管理システム
等と保険医療機関等の間で、接種記録
や副反応疑い報告等の情報連携を可能
とするためのシステム改修

公費負担・地方単独医療費助成事
業の連携

公費負担・地方単独医療助成に関する
情報連携基盤（PMH）から連携できる
対象施設を訪問診療等に拡大できるよ
うにするためのシステム改修

医療機関等での自治体検診情報等
閲覧

デジタル庁が実施する医療費助成等に
係る情報連携システム（PMH）を活用
した自治体検診情報等を閲覧できる仕
組みの整備に必要なテスト支援

死亡診断書・死亡届等
オンライン化

デジタル庁が実施する医療機関、自治
体間における死亡診断書、死亡届のオ
ンライン化に必要なテスト支援

共通算定モジュールの開発・先行
協力ベンダーとの品質向上の取組
（診療報酬改定DX）

共通算定モジュールの運用開始に向け、
レセコンベンダーと連携して、品質向
上のためのテストを実施
追加機能として、モジュールで計算し
た結果を用いてレセプト請求が可能と
なる、請求支援機能（仮称）の設計・
開発

保健医療情報会計 情報基盤整備勘定 7/7

令和7年度中モデル事業開始予定▼

テスト支援

テスト支援

システム開発スケジュール(現時点での想定)

追加改修（検討中）

運用保守

設計・開発・テスト

4.2億円

▼令和8年度以降全国運用予定

5.1億円

0.2億円

0.3億円

3-(3)

3-(3)

3-(3)

4-(1)

テスト

4.0億円 12.8億円

▼令和8年度以降全国運用予定

要件定義支援 運用保守

69.6億円76.8億円

令和8年度診療報酬改定対応▼【共通算定モジュール】 令和８年度運用開始予定▼

開発・テスト テスト

【請求支援機能（仮称）】

設計・開発

設計・開発

凡例 補助金
委託費

先行実施

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算

※ の番号は、スライド24～43の項番を使用している。
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保健医療情報会計 情報分析活用勘定 1/4

支出予算

○業務経費の減 46.6億円 → 36.9億円  （▲9.6億円）

・開発案件の縮小等によるNDB関連業務経費の減 ▲12.2億円
・医療扶助における保健指導情報をNDBに連携するためのシステム改修経費 ＋1.9億円
・健康スコアリングレポート作成業務・データヘルス・ポータルサイト運用業務経費の増  ＋0.8億円
・その他経費の減 ▲0.1億円

【内訳】 ○給与諸費の増  1.1億円 →   1.1億円 （ ＋0.0億円）

収入予算
令和６年度予算 47.7億円 ⇒ 令和７年度予算 38.1億円（▲9.6億円）

【内訳】○委託費収入の減     46.0億円 → 31.4億円 （▲14.6億円）

 ・令和5年度剰余金の受入

○受入金の増 0.4億円 →   3.6億円 （+3.1億円）

○補助金収入の増    1.2億円 →   3.1億円 （+1.9億円）

・開発案件の縮小等によるNDB関連業務の委託費収入の減 ▲15.4億円
・健康スコアリングレポート作成業務委託費・データヘルス・ポータルサイト運用業務の増 ＋0.8億円

・医療扶助における保健指導情報をNDBに連携するためのシステム改修経費 ＋1.9億円

令和６年度予算 47.7億円 ⇒ 令和７年度予算 38.1億円（▲9.6億円）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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○令和6年度システム改修案件完了に伴う減 ▲21.4億円

・NDBデータ提供の抜本的見直し等に伴うシステム改修経費 （▲16.1億円）

・令和6年度診療報酬改定、訪問看護電子化に伴うシステム改修経費   （▲3.4億円）

・人口動態死亡票との連携に伴うシステム改修経費   （▲1.9億円）

○令和7年度システム改修対応に伴う増 ＋8.0億円

・事業者健診、医療扶助健診等のNDB収載に伴うシステム改修経費（＋1.4億円）

・HIC等を経由したNDBデータ提供の改善に係る対応等  （＋6.2億円） 等

○HICセキュリティ高度化対策運用経費等の増 ＋1.3億円

NDB関連業務に係る経費の減 44.0億円 → 31.9億円 （▲12.2億円）

※ HIC（Healthcare Intelligence Cloud）：研究者等がインターネット回線を通して接続する分析環境

保健医療情報会計 情報分析活用勘定 2/4

・医療扶助における保健指導情報をNDBに連携するためのシステム改修経費

（＋1.9億円）医療扶助保健指導情報のNDB連携に係るシステム改修経費の増

令和7年度予算のポイント

・データヘルス計画の標準化・効率化に向けたシステム運用・改修経費の増 ＋0.4億円
・全国健康保険協会分のレポート作成に係るシステム改修経費の増 ＋0.1億円

健康スコアリングレポート作成に係る経費の増 1.4億円 →  1.9億円（  ＋0.5億円）

【支出/業務経費に係る主な増減要因】

データヘルス・ポータルサイト運用に係る経費の増
・データヘルス計画の標準化・効率化に向けたシステム運用・改修経費の増

0.6億円 →  0.9億円（  ＋0.3億円）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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0.0

＋1.9

項目 ①令和6年度 ②令和7年度 差（②-①）

1.NDB関連業務経費 21.5 21.7 ＋0.2

2.NDB関連システム改修

NDBデータ提供の抜本的
見直し対応

16.1 - ▲16.1

令和6年度診療報酬改定、
訪問看護電子化対応

3.4 - ▲3.4

人口動態死亡票との連
携 1.9 - ▲1.9

事業者健診、医療扶助
健診等のNDB収載

2.1 3.5 ＋1.4

HIC等を経由したNDB
データ提供の改善対応

- 4.0 ＋4.0

厚生労働省内システムの
クラウド化対応

- 0.4 ＋0.4

NDB関連小計（1+2） 45.0 29.6 ▲15.4

3.健康スコアリングレポート
 作成業務

0.5 1.0 ＋0.5

4.データヘルス・ポータルサイト 
 運用業務

0.6 0.9 ＋0.3

合計 46.0 31.4 ▲14.6

単位：億円

保健医療情報会計 情報分析活用勘定 3/4

委 託 費 収 入

雑 収 入

令和６事業年度
47.7

収入

▲9.6

令和７事業年度
38.1

厚生労働省からの委託費収入 31.2（▲14.7）

補 助 金 収 入

46.0

1.2

31.4

3.1

3.6

0.0

▲14.6

保険者等からの委託費収入    0.2（  ＋0.1）

<委託費収入の内訳>

受 入 金 0.4 ＋3.1

○委託費収入の主な増減
・NDBデータ提供の抜本的見直しに係るシステム開発等経費が16.1億円の減
・令和6年度診療報酬改定、訪問看護電子化に係るシステム開発等経費が3.4億円の減
・HIC等を経由したNDBデータ提供の改善対応に係るシステム開発等経費が4.0億円の増
○補助金収入の主な増減

・医療扶助における保健指導情報をNDBに連携するためのシステム改修経費が1.9億円の増

<補助金収入の内訳>

項目 ①令和6年度 ②令和7年度 差（②-①）

1.医療扶助保健指導情報
のNDB連携に係るシステム
改修

- 1.9 ＋1.9

2.健康スコアリングレポートに
 係るシステム改修

1.0 1.0 ▲0.0

3.データヘルス・ポータルサイト
 の改修

0.2 0.2 ＋0.0

合計 1.2 3.1 ＋1.9

別途積立預金からの受入金（決算剰余金の繰入額）3.6 (+3.1)

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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単位：億円

支出

保健医療情報会計 情報分析活用勘定 4/4

0.0

給与諸費及び退職給付
引 当 預 金 へ の 繰 入

予 備 費 0.0

1.1

▲9.6

令和６事業年度
47.7

令和７事業年度
38.1

1.1

46.6

36.9

業 務 経 費

＋0.0

▲9.6

項目 ①令和6年度 ②令和7年度 差（②-①）

1.NDB関連業務 20.5 21.8 ＋1.3

2.NDB関連システム改修

NDBデータ提供の抜本的見
直し対応

16.1 - ▲16.1

令和6年度診療報酬改定、
訪問看護電子化対応

3.4 - ▲3.4

人口動態死亡票との連
携 1.9 - ▲1.9

事業者健診、医療扶助健
診等のNDB収載

2.1 3.5 ＋1.4

HIC等を経由したNDBデー
タ提供の改善対応

- 6.2 ＋6.2

厚生労働省内システムのクラ
ウド化対応

- 0.4 ＋0.4

NDB関連小計（1+2） 44.0 31.9 ▲12.2

3.医療扶助保健指導情報の 
NDB連携に係るシステム改修

- 1.9 ＋1.9

4.健康スコアリングレポート
 関連業務

1.4 1.9 ＋0.5

5.データヘルス・ポータルサイト 
 関連業務

0.6 0.9 ＋0.3

6.その他の経費 0.5 0.4 ▲0.1

合計 46.6 36.9 ▲9.6

<業務経費の内訳>

○業務経費の主な増減
・HICセキュリティ監視運用業務等によりNDB関連業務経費が1.3億円の増
・開発案件が縮小したことによりNDB関連システム改修経費が13.4億円の減

・医療扶助における保健指導情報をNDBに連携するためのシステム改修経費が1.9億円の増

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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保健医療情報会計に係る
令和７年度事業計画の主な取組

1. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応
2. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組
3. 診療報酬改定ＤＸ
4. 保険者のデータヘルスへの貢献
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

1．マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

⑴
オンライン資格確認等シ
ステム等の安定運用等

⑵
多様な場面でのオンライ
ン資格確認の導入

⑶
保健医療情報の提供
の充実

支払基金の医療DXに関する取組

医療扶助の運用開始（令和6年3月～）開発

訪問診療等、柔道整復等施術所等での運用開始（令和6年4月～ ）開発

訪問看護ステーションでの運用開始（令和6年6月～）開発

職域診療所・助産所での運用開始（令和6年7月～）開発

保健医療情報の共有基盤としてオンライン資格確認等システムの本格運用開始（令和3年10月～）

自衛官診療証の運用開始（令和6年12月～）開発

マイナンバーカード機能登載スマホ対応（令和7年度早期～）開発

救急時の閲覧運用開始（令和6年12月～ ）開発

特定健診情報・薬剤情報の提供（令和3年10月～）、医療費情報の提供（令和3年11月～）、事業者健診情報の提供（令和6年4月～）

医療機関名、手術*、透析情報、医学管理等情報の提供（令和4年9月～）
*手術については本人のみ閲覧可。医療機関・薬局への共有は令和5年5月に開始

救急搬送中の閲覧（マイナ救急）運用開始（令和7年3月～ ）開発

通常とは異なる動線（発熱外来等）における運用開始（令和6年10月*～）
*マイナ在宅受付Webを通じた資格確認。マイナ資格確認アプリは令和7年4月予定

開発

開発

・電カル6情報の閲覧対応
・医療扶助の情報閲覧対応
・患者4情報による本人確認
（時期未定）

開発 次世代機生産（令和8年度中～）

開発 旧字体対応（令和8年度以降順次～）

開発 ・マイナンバーカード機能登載スマホ対応
・救急時医療情報連携 （時期未定）

▲ ▲ ▲
原則義務化（4月） 保険証の新規発行終了

（12月2日）
現行保険証の経過措置期限（12月1日）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

2．全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

⑴
電子カルテ情報共有
サービスの開発・運用

⑵
電子処方箋管理サービ
スの開発・運用

⑶

・公費負担・地方単独医
療費助成事業等に係る
情報連携
・介護情報基盤、予防
接種記録・予診情報管
理システム等への対応等

⑷ NDB関連業務の実施

支払基金の医療DXに関する取組

開発準備

▲
モデル事業（2月以降から順次開始）

開発 モデル事業 本格稼働 (令和7年度中～)

▲
10月31日

先行導入4地域でモデル事業開始

追加開発 調剤済み処方箋保存サービスの運用開始（令和6年7月～）

開発
準備 開発

公費・地方単独公費、予防接種、母子保健、
介護、自治体検診等の先行実施（令和5年度中～）

開発

全国展開（令和8年度以降順次～）
 ・公費・地方単独公費
 ・予防接種
 ・母子保健
 ・介護
 ・自治体検診

開発
対象地域拡大
（令和6年度中～）

開発
準備

院内処方機能の運用開始（令和7年1月～）追加開発

追加開発 リフィル処方箋等の運用開始（令和5年12月末～）

処方情報、調剤情報を迅速に提供（令和5年1月～）

▲
プレ運用（1月から開始）

・取得・閲覧情報のリソース単位化
・共有する情報の拡充
・民間事業者のクラウド型電カルとの
クラウド間連携
・感染症の発生届等の届出

開発

死亡情報格納（令和6年12月～）開発

支払基金が、厚生労働省から委託を受け、運営を開始（令和4年4月～）

生保健診情報格納（令和7年度中～）
※保健指導情報格納（令和8年度中～）

開発

事業者健診情報格納（令和7年度中～）開発

開発 HICを用いたNDBデータの迅速提供（令和6年11月～）

訪問看護レセプト格納（令和6年9月～）開発

（時期未定）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

⑸
履歴照会・回答システ
ムの運用・改修

⑹
基金独自の統計情報
の第三者提供

⑺
地域におけるデータへル
スの取組への貢献

3．診療報酬改定ＤＸ

⑴

・共通算定モジュールの
開発
・先行・協力レセコンベン
ダーとの品質向上の取
組

⑵
請求支援機能（仮称）
の開発

4．保険者のデータへルスへの貢献

⑴
健康スコアリングレポート
の作成

⑵
データヘルス・ポータルサ
イトの運用

支払基金の医療DXに関する取組

支払基金が、厚生労働省から委託を受け、データヘルス計画の収集を目的とする運用を開始（令和4年4月～）

支払基金が、厚生労働省から委託を受け作成し、健保組合等へ提供（令和4年3月～）

現行調査 開発準備 本格運用開始 (令和8年6月～)開発・テスト

先行・協力ベンダー
と連携して品質確認

現行調査 開発・テスト（予定）設計・開発準備

支払基金・国保中央会が連結に必要な情報の提供を開始（令和4年4月～）

データ提供の基準等を整備し提供（令和4年8月～）個別に判断し提供

保険者協議会への参加等（令和7年度～）

データ分析力を生かした支援

開発 予防接種DB等への提供対応（時期未定）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑴ オンライン資格確認等システム等の安定運用等（1/3）
⚫マイナ保険証を保有しない者に対する資格確認書の速やかな発行に資するため、マイナ保険証の初回登録状況やマイナンバーカー
ドの電子証明書有効期限切れ情報等の情報提供を中間サーバーを通じて適切に行う。

出典：「第184回 社会保障審議会（医療保険部会）（令和6年10月31日 厚生労働省）資料2 」

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑴ オンライン資格確認等システム等の安定運用等（2/3）
⚫加入者情報の更なる正確性の確保に向け、オンライン資格確認における旧字体等が表示されない仕様の改善に向けた開発を行う。

保険者
【使用文字】

UTF8又はS-JIS

中間サーバー
【使用文字】

UTF8

J-LIS
【使用文字】

住基統一文字コード

各
自
治
体

オンライン資格確認
システム

【使用文字】
UTF8

医療機関
【使用文字】

UTF8又はS-JIS

患者
・顔認証端末で●が表示
・領収書等が●で印刷される可能性

【全体図概要図】

J-LISと中間サーバーで利用する
文字コードが異なるため照会結
果が不一致となるため個人番号
の取得ができない。

保険者の利用している文字コードがS-JISの場
合に範囲外文字が黒丸で登録されてしまう。

医療機関がS-JISを選択している場合に、範囲
外文字が黒丸表示されてしまう。

マイナポータル
【使用文字】

UTF8

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑴ オンライン資格確認等システム等の安定運用等（3/3）
⚫顔認証付きカードリーダーについては、令和7年度末以降、順次保守期限が到来することから、令和8年度中の次世代機生産に向
け、厚生労働省が定める要件に基づき開発が開始されることを踏まえ、システム改修等の必要な対応を行う。

• 今後搭載予定のスマホ用電子証明書の読み取りには一部機種
しか対応していない（外付けの汎用カードリーダーが必要）

• 視覚障害者が一人でカードリーダー上の操作（顔認証、暗証
番号の入力等）を行うことが困難

• 端末によって画面（特に同意ボタン）がバラバラで操作しづ
らい、高齢者にとっては文字が判読しづらい

• 顔認証やその他の場面でエラーが起きて受付に時間がかかる

マイナ保険証での資格確認に当たっては、顔認証が医療機関・薬局に浸透しつつある中、現状では引き続き顔認証付きカード

リーダーが必要であり、これまでの運用での課題や今後のニーズを踏まえ、患者・医療機関双方の利便性が向上されるよう、

カードリーダーの製造に当たっての要件を追加しつつ、性能改善を図る。

• 顔認証付きカードリーダー単体でのスマホ用電子証明書の読
み取りに対応

• 認証状況やエラーの発生に関する音声案内機能

• 操作手順に関する音声案内機能、テンキー搭載（※）

• 画面レイアウトの統一や、視認性、操作性の改善等による
ユーザビリティの向上

• 顔認証精度の向上による顔認証エラーの低減、エラー時の自
動再接続による復旧時間の短縮 等

※販売価格の増加が想定されるため、要件として強く推奨しつつも、最終的な搭載有無はメーカー判断

このほか、接続エラー低減のための端末接続部の耐久性強化や、複数台の顔認証付きCRを１台の資格確認端末（PC）に対して接続する等の性能改善も実施。

現行のカードリーダーの運用上の課題・ニーズ 次期顔認証付きカードリーダーでの対応

顔認証付きカードリーダーの次世代機について

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑵ 多様な場面でのオンライン資格確認の導入
⚫保険医療機関等におけるマイナンバーカード機能が搭載されたスマートフォンによる資格確認については、令和7年度の早い時期のリ
リースに向け、着実に開発を行う。

閲覧同意登録

④

●●××様
受付しました。

終了ボタンを押し、当薬局で
調剤を希望する処方箋等を受
付窓口にご提出ください。

終了する

終了するボタン
にタッチ

⑤
「同意する」または「同意しない」

ボタンタッチ

同意しない

同意する

過去の手術・傷病名情報・
感染症検査結果を当機関に
提供することに同意します
か。

終了

個別に同意する

全て同意する

過去の医療情報等の提供に
同意しますか。
【手術・傷病名、感染症／
診療、お薬／健診】

終了

Android

iPhone

⚫ スマホ選択後
androidを指定

⚫ 顔認証付きカード
リーダに4PIN入力

⚫ 汎用カードリーダー
にかざす

⚫ スマホ選択後
iPhoneを指定

⚫ iPhoneで生体認
証

⚫ 汎用カードリーダー
にかざす

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑶ 保健医療情報の提供の充実（1/4）
⚫令和6年12月に運用開始された救急時医療情報閲覧機能（救急搬送先の保険医療機関において、生命・身体の保護が必要
な患者に関する医療情報を閲覧可能とする仕組み）について、現在のマイナンバーカードによる本人確認に加え、患者4情報※1に
よる本人確認、医療扶助受給者の未委託医療機関等での医療情報閲覧及び電子カルテ情報共有サービスの6情報※2の追加の
ための開発を行う。
※1 氏名・生年月日・性別・住所又は保険者名 ※2 傷病名、薬剤アレルギー等、その他アレルギー等、感染症、検査、処方情報

出典：厚生労働省作成資料を一部改変

医療扶助
への対応

4情報検索

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑶ 保健医療情報の提供の充実（2/4）
⚫マイナ救急（救急搬送中の生命・身体の保護が必要な患者に関する医療情報を閲覧可能とする仕組み）において、救急隊が搬
送先の保険医療機関を指定することにより、救急搬送中の患者が到着する前に当該保険医療機関において救急時医療情報が閲
覧可能となるよう開発を行う。

出典：厚生労働省作成資料を一部改変

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑶ 保健医療情報の提供の充実（3/4）
⚫マイナ救急において、マイナンバーカード機能が搭載されたスマートフォンの利用が可能となるよう、オンライン資格確認等システムの必
要な改修を行う。

出典：消防庁作成資料

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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2. マイナ保険証を基本とする仕組みへの的確な対応

2-⑶ 保健医療情報の提供の充実（4/4）
⚫災害時において、厚生労働省が指定した地域の保険医療機関等に対し「緊急時医療情報・資格確認機能」を開放し、被災した
患者がマイナンバーカードを持参していない場合でも資格確認や診療・薬剤情報等を閲覧できるよう対応するとともに、被災地域
の保険医療機関等がオンライン資格確認等システムの未導入やネットワークの不具合で、被災者の薬歴や既往歴が確認できない場
合に情報提供を可能とする等、迅速な対応を行う。

P

利用医療機関数（のべ）※１ 情報要求件数※2 資格情報提供件数 医療情報提供件数※3

令和6年7月9日からの大雨等による災害
  - 島根県出雲市

1 1 1 1

令和6年7月25日からの大雨等による災害
  - 秋田、山形

17 249 49 41

令和６年台風第10号に伴う災害
  - 神奈川、静岡、愛知、岐阜、福岡、大分、宮崎、鹿児島

150 924 225 116

令和６年9月20日からの大雨に伴う災害
  - 石川

21 145 39 3

令和６年11月8日からの大雨に伴う災害
  - 鹿児島

0 0 0 0

令和６年12月28日からの大雪に伴う災害
  - 青森

10 48 12 4

合計 199 1,367 326 165

【令和6年度の災害時モード利用実績】 （令和７年１月31日時点）

※１ 一日単位で集計した、医療機関ののべ数。
※2 医療機関が資格情報の要求を行った件数であり、患者情報の入力誤りなどによりオンライン資格確認システムが資格情報を返却しなかった件数を含む。
※3 診療情報、薬剤情報、特定健診情報の各々の提供件数を合算した数。

利用医療機関数（のべ）※１ 情報要求件数※2 資格情報提供件数 医療情報提供件数※3

令和6年能登半島地震
- 新潟、富山、石川、福井

816 32,623 11,305 10,175

【参考 令和6年能登半島地震】 （令和6年１月1日～令和6年5月2日）

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

3-⑴ 電子カルテ情報共有サービスの開発・運用（1/5）
⚫電子カルテ情報共有サービスについて、令和7年2月から先行的な保険医療機関等で開始したモデル事業を引き続き実施するととも
に、令和7年度中に本格稼働を実現する。

出典：「第183回 社会保障審議会（医療保険部会）（令和6年9月30日 厚生労働省）資料3-1 」

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

3-⑴ 電子カルテ情報共有サービスの開発・運用（2/5）
⚫保険医療機関等において電子カルテ情報を登録・取得する際、患者情報や検査情報等をリソース単位で登録・取得できるよう、
厚生労働省における検討結果を踏まえ、その仕組みの開発を行うとともに、現在共有の対象となっている3文書※6情報について情
報の拡充に向けた開発を行う。

※ 診療情報提供書、退院時サマリー、健診結果報告書

出典：「第22回健康・医療・介護情報利活用検討会医療等情報利活用ワーキンググループ（令和6年6月10日 厚生労働省）資料1 」

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

3-⑴ 電子カルテ情報共有サービスの開発・運用（3/5）

出典：「第23回健康・医療・介護情報利活用検討会医療等情報利活用ワーキンググループ（令和6年12月2日 厚生労働省）資料1 」

⚫保険医療機関等において電子カルテ情報を登録・取得する際、患者情報や検査情報等をリソース単位で登録・取得できるよう、そ
の仕組みの開発を行うとともに、現在共有の対象となっている3文書※6情報について情報の拡充に向けた開発を行う。

※ 診療情報提供書、退院時サマリー、健診結果報告書

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

3-⑴ 電子カルテ情報共有サービスの開発・運用（4/5）
⚫民間事業者のクラウド型電子カルテと電子カルテ情報共有サービス等とのクラウド間での連携に向けて、厚生労働省における調査研
究結果を踏まえ、開発を行う。

出典：「第6回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進チーム（令和7年1月22日）資料3 」

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

3-⑴ 電子カルテ情報共有サービスの開発・運用（5/5）
⚫感染症法に基づく発生届等の作成に係る医師等の負担の軽減を図るため、電子カルテの入力と発生届等の作成を連携させ、発生
届等を電子カルテ情報共有サービスを経由して感染症サーベイランスシステムに届け出る仕組みの具体化を図る。

出典：「第23回健康・医療・介護情報利活用検討会医療等情報利活用ワーキンググループ（令和6年12月2日 厚生労働省）資料5 」

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

3-⑶ 介護情報基盤、予防接種記録・予診情報管理システム等への対応等（1/2）
⚫介護ＤＸ及び予防接種デジタル化に係る令和8年度からの本格運用に向け、介護情報基盤、予防接種記録・予診情報管理シス
テム等と保険医療機関等の間で、接種記録、副反応疑い報告等の情報連携ができるよう、令和7年度中にオンライン資格確認等
システム等の必要な改修を行う。

出典：厚生労働省作成資料を一部改変

【予防接種のデジタル化（将来像）】 【介護情報基盤の整備（将来像）】

令和8年4月以降～

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

3-⑶ 介護情報基盤、予防接種記録・予診情報管理システム等への対応等（2/2）
⚫デジタル庁において令和5年度から順次開始されている医療費助成、予防接種及び母子保健に係る先行実施事業について、引き
続きシステム間の情報を連携するためのＰＭＨキーの発行等の対応を行うとともに、自治体検診情報等を閲覧できる仕組みの整
備や死亡診断書・死亡届等のオンライン化について、国の検討状況に応じて必要なテスト支援を行う。

出典：第59回 厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会資料

２  事業の概要・スキーム、実施主体

受託事業者
（コンサル等）

委託

厚 生 労 働 省

○ 予防接種、母子保健の先行実施の実施状況を踏まえつつ、自治体検診DXにおけるPMH導入に向けたモデル事業を実施する。

P M H

モデル事業
実施支援

自治体システム
運用事業者

医療機関自治体

地域住民

自治体検診情報の連携

デジタル化による事務負担軽減

受診勧奨
のデジタ

ル化

・受診券
・問診

のデジタル化

システム改修

契約

＜事業の流れ＞

➀ モデル事業受託事業者の調達

➁ モデル事業に参加する自治体を公募

③ 自治体システム運用時業者と受託事

業者でシステム改修等について契約

＜検証事項＞

・受診案内や受診券発送、検診結果入力

・契約事務

等のデジタル化による、事務負担等の軽

減がどの程度見込めるか検証

自治体検診DX推進モデル事業

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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4. 診療報酬改定DX  

○ 共通算定モジュールは、レセプトコンピュータのうち診療報酬算定と患者負担金計算を行う機能について、各レセコンが
共通に利用できることを目的としたプログラム（レセコンから計算要求を受け取り、計算結果を返す）。

※ 支払基金の各種マスターと整合性を確保して、レセコンから要求された計算内容の形式的なチェックや、受付・事務点検チェック、電子点数表
チェックに相当するチェックを行う。医療機関とレセコンベンダーでは、診療報酬改定におけるシステム更新費用の縮減が期待される。

4-⑴ 共通算定モジュールの開発及び先行・協力レセコンベンダーとの品質向上の取組

⚫令和８年６月からの運用開始に向けて、先行・協力レセコンベンダーと連携して、計算機能の品質向上のためのテストや医療機関
での運用確認に取り組むとともに、支払基金の各種マスターを利用できるよう、審査支払システムについて必要な改修を行う。

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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クラウド型

レセコン
共通算定

モジュール

レセコンサービス
（クラウド型）

インターネット

支払基金

診療報酬点数/

患者負担金の計算
計算結果の蓄積

（医療機関/患者単位）

請求支援機能

（仮称）

レセプトの請求

（オンライン請求システムへ）

レセプト作成/請求の指示、

請求前チェック結果の確認

レセプト情報

計算の蓄積結果をもとにレセプト

作成/チェック結果の返戻

医療機関

○ 共通算定モジュールは、クラウド型レセコンを対象に、医療機関・患者単位で、診療報酬点数と患者負担金の計算結果を
管理する仕組みとしている。この計算結果を活用して、医療機関においてクラウド型レセコンを利用して、ASPによる
チェックを行い、レセプトの請求までができるよう、「請求支援機能（仮称）」を追加で実装する。

○ この仕組みが実装されると、医療機関では、従来のレセプトファイルを作成し、オンライン請求用端末を経由して送付す
る運用が不要となる。

（※）令和６年度補正予算で、共通算定モジュールの追加機能として、請求支援機能（仮称）の実装のための設計・開発が盛り込まれている。

受付・事務点検チェック

電子点数表チェック請求前にASPによるチェック

20250204_P・DX課作成

4-⑴ 請求支援機能（仮称）の開発

R7.2月理事会説明資料（案）4. 診療報酬改定DX  

⚫共通算定モジュールの追加機能として、モジュールで計算した結果を用いてレセプトの請求が可能となる、請求支援機能（仮称）の
設計・開発に着手する。

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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3. 全国医療情報プラットフォームの構築に向けた取組

⚫レセプト情報等の利活用を円滑に進めるため、ＨＩＣ、ＮＤＢシステム及びオンサイトリサーチセンターの運用管理、ＮＤＢオープンデータの作成、二次
利用ポータル及び研究者支援のためのアドバイザリープラットフォームの適切な運用を通じて、研究者や地方自治体各々のニーズに応じたＮＤＢデータの
情報分析・提供等の支援を行う。

⚫ＮＤＢオープンデータについて、現行の年次単位の集計に加え、月次単位の集計及び公開時期の早期化に向けた準備を進める。さらに、40歳未満の
事業者健診情報、医療扶助健診・保健指導情報のＮＤＢ収載及び提供開始に向け必要なシステム改修を実施する。

※データ格納状況

（令和7年1月時点）

・レセプト情報
 約283億1,000万件
(2009(平成21)年度～

2024(令和6)年10月診
療分)

・特定健診・特定保健
指導情報 

 約4億4,500万件
(2008(平成20)年度～

2023(令和5)年度実施
分)

・死亡情報 
 約115万件
(2023(令和5)年4月～

12月提出分)

本来目的：医療費適
正化計画の作成等の
ための調査及び分析
等

第三者提供：国民保
健の向上のための匿
名医療保険等関連情
報の利用又は提供

NDB・HIC・オンサイトリサーチセンター運用・保守業務
シ
ス
テ
ム
保
守
・
運
用
等

デ
ー
タ
分
析
・
提
供
等

参照

クラウド上に構築

・ NDBオープンデータの作成/
 公開/周知

・ 利用者からの問合せ対応
・ 要望事項の把握・調査分析
・ 専門委員会資料作成

・ 事前説明・相談/申出受付
・ 専門委員会開催業務

（申出審査）
・ NDBデータの提供等作業
・ 公表物確認

・ 医療費適正化の調査研究
・ 保健指導のモデル実施とり

 まとめ
・ 都道府県ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ･ﾂｰﾙ作成
・ NDBデータ集計・分析

調査研究業務等

提供形式（３種類）
・特別抽出
・集計表情報
・ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀｾｯﾄ

第三者提供支援

Ａ

Ｂ

Ｃ

NDBオープンデータ
（WEB公開）

ﾚｾﾌﾟﾄﾃﾞｰﾀ 約209億件
特定健診ﾃﾞｰﾀ約3.2億件

（2021年6月時点）

HIC

・レセプト情報
・特定健診情報
・死亡情報 ※連結解析の環境

NDB

医療・介護データ等の
解析基盤

厚生労働省

第三者提供 本来目的（医療費適正化計画の作成等のための調査及び分析等）

政策優先度により、第三
者提供より早期提供

提供形式（２種類）
・特別抽出
・集計表情報

データ抽出

東京大学 厚生労働省京都大学

オンサイトリサーチセンター

※NDBデータの解析が可能な環境であり研究者等が利用

支払基金 運用業者

オペレーションセンター(ルーム)

接続

二次利用
ポータル

3-⑷ レセプトデータ等の研究者等への提供の支援
ア NDB関連業務の実施

・ﾄﾗｲｱﾙ/通年ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｰﾀｾｯﾄ
・NDB-β
・ﾘﾓｰﾄ用全量NDB
・特別抽出データ

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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5. 保険者のデータヘルスへの貢献

【健康スコアリングレポートの概要】

• 各健保組合及び共済組合の加入者の健康状態や医療費、予防・
健康づくりへの取組状況等について、全健保（共済）組合平均や
業態平均と比較したデータを見える化

• レポートの実施方針は、現場からの要望を加味してレポートの充実・
高度化を図るため「健康スコアリングの詳細設計に関するWG」におい
て議論

• レポートと併せて、企業（官公庁）と保険者の担当者向けに、事業
主への説明のポイント等、レポートの見方や活用方法等を示した実
践的な「活用ガイドライン」を送付

• 保険者が事業主に対し、自らのデータヘルス分析と併せてスコアリング
レポートの説明を行い、企業（官公庁）と保険者が現状認識と問
題意識を共有し、事業主のトップダウンによるコラボヘルスの取組の活
性化を図る

⚫ 日本健康会議の下に設置された「健康スコアリングの詳細設計に関するＷＧ」で議論された実施方
針に基づき、保険者・事業主単位に令和6年度実績に基づく健康スコアリングレポートを作成する。

⚫ 令和6年度以降に実施される特定健康診査及び特定保健指導の変更内容に対応できるよう、必
要な改修を行った上でレポートに反映させる。

⚫ 令和6年度実績分より、全国健康保険協会分のレポートを都道府県支部別に作成する。

5-⑴ 健康スコアリングレポートの作成

を

（日本健康会議ホームページから抜粋）

スコアリングレポートのイメージ
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5. 保険者のデータヘルスへの貢献

【データヘルス・ポータルサイトの概要】

• すべての健保組合がデータヘルス・ポータルサイトを活用してデータヘルス
計画を策定及び評価・見直しが実施できるよう運営

• データヘルス・ポータルサイトの運営にあたっては、五者協議（厚労省・
健保連・支払基金・東京大学・三菱総研）において利用者の利便性
等を検討

• 健康課題と保健事業の紐付けや事業ごとの定量的な評価指標の設
定・評価が可能

✓保険者におけるデータヘルス計画の策定等を支援

⚫ データヘルス計画・実績報告の収集、ＮＤＢデータを用いた
健保組合共通の評価指標や健康スコアリングレポートの提
供のためにデータヘルス・ポータルサイトの運用を行う。

5-⑵ データヘルス・ポータルサイトの運用

３ 令和７事業年度保健医療情報会計収入支出予算
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